
特別障害者手当の支給申請

現状 今後

本人 本人

①申請

【番号制度導入後の効果】
住民票、所得証明書の添付を省略し、情報提供ネットワークシステ
ムを通じて、必要に応じて所得情報等は他市町村に照会。当該情
報等に基づき審査。

【制度の概要】
受給者もしくはその配偶者又は扶養義務者の前年の所得が一
定の額以上の場合は支給されない。添付された住民票、所得
証明書等に基づき審査。

・住民票
・所得証明書
・診断書
等

添付書類

・診断書 等

添付書類

市町村A
※福祉事務所を設置し
ていない町村分は都道
府県で認定

①申請

市町村A
※福祉事務所を設置し
ていない町村分は都道
府県で認定

市町村Ｂ所得証明書

所得証明等を発行

＜転出入が
あった場合等＞

市町村Ｂ

＜転出入が
あった場合等＞

所得情報等を回答

※認定請求書受付件数 約 2万件（平成25年度福祉行政報告例）。
所得状況届受付件数 約12万件

添付書類の発行処理件数
認定請求書 約2万人
所得状況届 約12万人

添付書類の発行処理件
数が縮減。

所得
情報等

情報連携
②給付 ②給付

添付書類の簡素化により年金事務
所又は市町村への移動時間及び交
通費及び手数料が不要。

添付書類に係る窓口へ
の移動時間及び交通費
が発生。

証明書等発行処
理時間が発生。

証明書等発行処
理時間が縮減。

所得証明書

※平成27年2月時点での想定であり、番号制度の具体
的な制度設計を踏まえ、今後変更がありうる。
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児童扶養手当の認定請求

現状 今後

本人

①申請

【番号制度導入後の効果】
住民票、所得証明書の添付を省略し、オンラインで年金受給状況
は年金保険者に、必要に応じて所得情報等は他市町村に照会。
当該情報等に基づき審査。

【制度の概要】
受給資格を証明するため、申請者、配偶者、扶養義務者の所
得証明等を添付、添付された住民票、所得証明書等に基づき
審査。年金受給状況は、年金保険者に照会。

・戸籍謄本
・所得証明書
等

添付書類

本人

添付書類

年金保険者

年金保険者

市町村A
※福祉事務所を設置し
ていない町村分は都道
府県で認定

①申請

市町村A
※福祉事務所を設置し
ていない町村分は都道
府県で認定

年金受給状況

市町村Ｂ

所得証明書

所得証明等を発行

＜転出入があった
場合等＞

市町村Ｂ

所得情報等を回答

※認定請求書受付件数 約 14万件
現況届受付件数 約110万件（平成25年度福祉行政報告例）

年金受給情報の照会時間が縮減。年金受給情報の
照会件数約14万件

年金受給
状況

＜転出入があった
場合等＞

所得情報

情報連携

・戸籍謄本 等

・所得証明書
等

添付書類の簡素化により年
金事務所又は市町村への
移動時間及び交通費及び
手数料が不要。

添付書類発行処理件数
認定請求書 約2万人

添付書類発行処理件
数が縮減。

②給付 ②給付

添付書類に係る窓口への
移動時間及び交通費 が
発生。

所得証明書

※平成27年2月時点での想定であり、番号制度の具体
的な制度設計を踏まえ、今後変更がありうる。

14



国民健康保険の資格取得の届出

現状 今後

市町村国保

本人 本人

事業主

喪失届

②保険証
交付

【制度の概要】
資格取得届＋被用者保険の資格喪失がわかる書類を確認し、
資格取得処理。保険証交付。

・資格喪失
がわかるもの

被用者保険

事業主

③届出

被用者保険

資格喪失
通知

喪失届

資格喪失
証明書

④保険証
交付

【番号制度導入後の効果】
被用者保険から、情報提供ネットワークシステムを通じて資格喪失情報を受
け取り、本人の届出をもって資格取得処理。保険証交付。

資格喪失
通知

市町村国保

①届出

届出

（※）被用者保険を離脱し国民健康保険の資格を取得した件数は約401万件（平成24年度国民健康保険事業年報）。

②交付

①資格
喪失
証明書
交付申請

資格喪失情
報

資格喪失
証明

・資格喪失が
わかるもの

証明書等の証拠書類の準
備が不要。

資格取得件数
約401万件（※）

情報連携

添付書類の確認時間が縮減。
資格喪失証明
書の発行作業
が発生。

証明書交
付時間が
縮減。

※平成27年2月時点での想定であり、番号制度の具体
的な制度設計を踏まえ、今後変更がありうる。
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後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定

現状 今後

本人

①申請

【番号制度導入後の効果】
情報提供ネットワークシステムにより所得情報等を市町村に照会し、
所得証明書の添付を縮減。当該情報等に基づき審査。

・被保険者の入院期間を証する書類
・世帯員等の療養を証する書類
・生活保護の要保護者
・所得証明書 等

添付書類

本人

添付書類

広域連合
（市町村）

申請

広域連合

市町村

所得証明書

所得証明等を発行

市町村

所得情報等を回答

※被保険者数 約1,517万人（平成24年度末）。
限度額適用認定者数 約203万人（平成24年度「後期高齢者医療制度実施状況調査」より）

添付書類の確認処理
が発生。
約203万件（※）

所得情報等

情報連携
認定証

②交付

・被保険者の入院期間を証する書類
・世帯員等の療養を証する書類

・生活保護の要保護者
・所得証明書 等

交付

認定証

添付書類の確認処
理の縮減。

添付書類の簡素化
により市町村への
移動時間及び交通
費が不要。

＜転出入があった場合等＞ ＜転出入があった場合等＞

添付書類に係る窓口へ
の移動時間及び交通費
が発生。

【制度の概要】
限度額適用を受けるため、申請書を広域連合に提出。添付され
た所得証明書等を基に審査し、認定されると限度額適用・標準
負担額減額認定証を交付。

※平成27年2月時点での想定であり、番号制度の具体
的な制度設計を踏まえ、今後変更がありうる。
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